
個別財務諸表の概要    平成 16年 5月 18 日

株式会社トーエネック 上場取引所東 大 名

コード番号       1946 本社所在都道府県  

（ＵＲＬ http://www.toenec.co.jp/) 愛 知 県

代 表 者 役職名 代表取締役社長　　氏名　山田　久雄

問合せ先責任者 役職名 理事経理部長　　　氏名　鈴木 　充 TEL (052)221-1111
決算取締役会開催日　　平成 16年 5月 18 日 中間配当制度の有無　　有
定時株主総会開催日　　平成 16年 6月 25 日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

１. 16年 3月期の業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 16年 3月 31日）
(1)経営成績           （金額は百万円未満を切捨てて表示している。）

           百万円 　 ％               百万円  　 ％            百万円 　 ％ 
16年 3月期 170,562    △  4.3 2,392      466.5 2,494   　280.1
15年 3月期 178,140    △ 10.8 422    △ 87.3 656   △ 81.0

  １株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

株 主 資 本
当期純利益率

総  資　本
経常利益率

売  上  高
経常利益率

           百万円 　 ％    円　銭 円　銭 ％ ％ ％ 
16年 3月期 1,127      402.2      11.41      10.94       2.0      1.5      1.5
15年 3月期 224    △ 77.6          1.98 　　　－       0.4      0.4      0.4

(注) ①期中平均株式数    16年3月期   96,426,997 株　　　15年3月期   96,550,674 株 
     ②会計処理の方法の変更　　　無
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)配当状況
配当金総額 配当性向 株主資本

中  間 期  末 (年  間) 配 当 率
円　銭 円　銭 円　銭 百万円 ％ ％ 

16年 3月期       10.00       5.00        5.00       964       87.6       1.7
15年 3月期       10.00       5.00        5.00       965      505.1       1.8

(3)財政状態

           百万円 　　                百万円       ％  円　銭  
16年 3月期 163,317 57,325
15年 3月期 167,328 53,416

(注) ①期末発行済株式数　16年3月期 　96,397,564 株　　　15年3月期 　96,451,736 株

 　  ②期末自己株式数　　16年3月期      252,390 株　  　15年3月期      198,218 株

２. 17年 3月期の業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）

中  間 期  末
百万円 百万円 百万円 円　銭 円　銭 円　銭 

中 間 期     78,100       300   △ 　300       6.00         －        －
通　　期    173,300     3,200      1,200        －        5.00      11.00

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   12 円 45 銭 

※上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。

　実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。

　なお、上記予想に関連する事項につきましては、添付資料５ページ「経営成績及び財政状態」をご参照ください。

上  場  会  社  名       

平成 16年 3月期

経　常　利　益

１株当たり株主資本株主資本比率

売　　上　　高 営　業　利　益

        553.46
             35.1
             31.9

        594.39

売 上 高 経常利益 当期純利益

当 期 純 利 益

総  資  産 株  主  資　本

１株当たり年間配当金

１株当たり年間配当金
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（％） （％）

（ 資 産 の 部 ）
Ⅰ

1 21,322 10,990
2 5,340 6,577
3 37,250 47,072
4 10,261 11,821
5 1,376 1,354
6 102 103
7 3,664 3,802
8 1,988 1,366
9 2,591 4,173

138 30
△ 323 △ 372

流 動 資 産 合 計 83,711 51.3 86,920 51.9

Ⅱ
1
(1) 17,283 18,513
(2) 240 284
(3) 675 816
(4) 25,177 25,277
(5) 33 36

有 形 固 定 資 産 合 計 43,410 44,927
2 731 726
3
(1) 19,548 14,763
(2) 281 243
(3) 373 400
(4) 14,176 18,082
(5) 2,544 2,881

△ 1,460 △ 1,616
投資その他の資産合計 35,463 34,754
固 定 資 産 合 計 79,605 48.7 80,408 48.1

163,317 167,328資 産 合 計

（百万円） （百万円）

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

10

当 　　　　期 
(16.3.31 現在)

前 　　　　期 
(15.3.31 現在)

構成比 構成比

商 品

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産
未 収 入 金
立 替 金
そ の 他

金　　　額

材 料 貯 蔵 品

比　較　貸　借　対　照　表

流 動 資 産

無 形 固 定 資 産
投 資 そ の 他 の 資 産

貸 倒 引 当 金

繰 延 税 金 資 産
そ の 他

機 械 ・ 運 搬 具

投 資 有 価 証 券

建 設 仮 勘 定

破 産 債 権 、 更 生 債 権 等
長 期 貸 付 金

区　　分
金　　　額

土 地

現 金 預 金
受 取 手 形
完 成 工 事 未 収 入 金
未 成 工 事 支 出 金

工 具 器 具 ・ 備 品

建 物 ・ 構 築 物

100.0 100.0
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（％） （％）

（ 負 債 の 部 ）
Ⅰ

1 12,248 13,095
2 22,311 28,372
3 4,000 4,610

4 8,990 - 

5 1,814 1,677
6 4,119 3,859
7 116 117
8 415 11
9 5,648 6,008

165 170
1,064 854

流 動 負 債 合 計 60,894 37.3 58,776 35.1

Ⅱ
1 4,998 13,988
2 39,682 40,456
3 406 681
4 9 9

固 定 負 債 合 計 45,097 27.6 55,135 33.0
105,991 64.9 113,912 68.1

（ 資 本 の 部 ）
Ⅰ 7,680 4.7 7,680 4.6
Ⅱ 6,831 4.2 6,831 4.1
Ⅲ

1 1,639 1,639
2
(1) 100 100
(2) 826 821
(3) 37,900 38,826 37,900 38,821
3 682 558

利 益 剰 余 金 合 計 41,148 25.2 41,019 24.5
Ⅳ 1,756 1.1 △ 2,041
Ⅴ △ 93 △ 74

57,325 35.1 53,416 31.9
163,317 167,328

利 益 剰 余 金

資   本   合   計

利 益 準 備 金

別 途 積 立 金
当 期 未 処 分 利 益

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金
自 己 株 式

任 意 積 立 金
海 外 市 場 開 拓 積 立 金

固 定 負 債

未 払 法 人 税 等

100.0負  債  資  本  合  計 100.0

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

△1.2
△0.1△0.1

資 本 剰 余 金
資 本 金

転 換 社 債
退 職 給 付 引 当 金
役 員 退 職 慰 労 引 当 金
そ の 他

負 債 合 計

未 払 金

（百万円） （百万円）

未 払 消 費 税 等
未 成 工 事 受 入 金
完 成 工 事 補 償 引 当 金
そ の 他

流 動 負 債
支 払 手 形

区　　分

転 換 社 債
（ 一 年 以 内 償 還 予 定 ）

11
10

工 事 未 払 金
短 期 借 入 金

未 払 費 用

構成比構成比

当 　　　　期 前 　　　　期 
(16.3.31 現在) (15.3.31 現在)

金　　　額 金　　　額
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（％） （％）

Ⅰ
165,168 172,951

5,394 170,562 5,189 178,140
Ⅱ

147,465 155,630
4,995 152,461 89.4 4,778 160,409 90.0

17,703 17,320
398 18,101 10.6 410 17,731 10.0

Ⅲ 15,708 9.2 17,308 9.8
2,392 1.4 422 0.2

Ⅳ
115 95
57 113

375 549 0.3 528 737 0.4
Ⅴ

218 242
107 123
120 447 0.2 137 503 0.2

2,494 1.5 656 0.4
Ⅵ

18 16
242 590
189 - 
- 451 0.2 10,351 10,958 6.2

Ⅶ
49 45
32 252
64 480
- 146 0.1 8,407 9,186 5.2

2,798 1.6 2,428 1.4
180 188

1,491 1,671 0.9 2,015 2,203 1.3
1,127 0.7 224 0.1

37 816
482 482
682 558当 期 未 処 分 利 益

100.0

経 常 利 益
特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

特 別 損 失

前 期 損 益 修 正 益
固 定 資 産 売 却 益

当 期 純 利 益
前 期 繰 越 利 益
中 間 配 当 額

有 価 証 券 等 評 価 損

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

早 期 退 職 支 援 金

法 人 税 等 調 整 額

固 定 資 産 売 却 損

有 価 証 券 売 却 益
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息
有 価 証 券 売 却 損
そ の 他

投 資 有 価 証 券 売 却 益
厚 生 年 金 基 金 代 行 返 上 益

営 業 利 益
営 業 外 収 益

売 上 高
完 成 工 事 高
兼 業 事 業 売 上 高

完 成 工 事 総 利 益

受 取 利 息 配 当 金

区　　分
百分比 百分比金　　　額 金　　　額

売 上 総 利 益

（百万円）

兼 業 事 業 総 利 益
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

比　較　損　益　計　算　書

売 上 原 価
完 成 工 事 原 価
兼 業 事 業 売 上 原 価

当　　　　　期
(15.4.1～16.3.31)

前　　　　　期
(14.4.1～15.3.31)

（百万円）

100.0
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Ⅰ 682 558
　
Ⅱ　

12 12 -  -  

合 計 694 558

Ⅲ　

481 482

( ) ( 5円 ) ( 5円 )

27 33

( ) ( 20 ) ( 26 )

( ) ( 7 ) ( 7 )

-  509 5 521

Ⅳ 185 37次 期 繰 越 利 益

利 益 処 分 額

株 主 配 当 金

役 員 賞 与 金

１ 株 に つ き

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

任 意 積 立 金

固定資産圧縮積立金取崩額

前　　　　　期
（１６年３月期） （１５年３月期）

区　　分

比　較　利　益　処　分　案

取 締 役 賞 与 金

監 査 役 賞 与 金

金　　　額
（百万円）

金　　　額
（百万円）

当　　　　　期

当 期 未 処 分 利 益

任 意 積 立 金 取 崩 額
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（重要な会計方針）
　１．有価証券の評価基準及び評価方法
　　　　子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
　　　　その他有価証券
　　　　　時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（ 評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　　　　　時価のないもの 移動平均法による原価法
　２．たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　未成工事支出金 個別法による原価法
　　　　材料貯蔵品、商品 移動平均法による原価法
　３．デリバティブの評価基準及び評価方法
　　　　デリバティブ 時価法
　４．固定資産の減価償却の方法
　（１）有形固定資産
　　　　定率法
　　　　ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法
　　　　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。
　（２）無形固定資産
　　　　定額法
　　　　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。
　　　　また、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっている。
　（３）少額減価償却資産
　　　　取得価額が１０万円以上２０万円未満の資産については、各事業年度毎に一括して３年間で均等償却を行っ
　　　ている。
　５．引当金の計上基準
　（１）貸倒引当金
　　　　売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
　　　等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上する方法によっている。
　（２）完成工事補償引当金
　　　　完成工事にかかる瑕疵担保等の費用に備えるため、当期の完成工事高の１/1,000相当額を計上する方法によ
　　　っている。
　（３）退職給付引当金
　　　　従業員の退職給付に備えるため、期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上する方法に
　　　よっている。
　　　　過去勤務債務及び数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
　　　（１５年）による定額法により、発生年度から費用処理している。
　（４）役員退職慰労引当金
　　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上する方法によっている。
　６．リース取引の処理方法
　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･ リース取引については、通常
　　　の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
  ７．ヘッジ会計の方法
　　　①ヘッジ会計の方法
　　　　繰延ヘッジ処理によっている。
　　　②ヘッジ手段とヘッジ対象
　　　　（ヘッジ手段）　　　　　　　　　（ヘッジ対象）
　　　　　コモディティ・スワップ　　　　　低硫黄Ａ重油
　　　③ヘッジ方針
　　　　デリバティブ取引に関する権限規程及び取引限度額を定めた内部規定に基づき、ヘッジ対象に係る価格相場
　　　変動リスク及び為替相場変動リスクを一定の範囲内でヘッジしている。
　　　④ヘッジ有効性評価の方法
　　　　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計又は相場変動とヘッジ手段のキャッシュ・フロー変動の累計又
　　　は相場変動を半期毎に比較し、両者の変動額等を基礎にして、ヘッジ有効性を評価している。
　８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
　　　　消費税等の会計処理
　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。
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（貸借対照表の注記）

〔当　　　　　期〕 〔前　　　　　期〕

　１．有形固定資産の減価償却累計額 32,259百万円 31,240百万円
　２．保証債務額 242百万円 171百万円
　３．配当制限
　　　　有価証券の時価評価により、純資産額が1,756百万円増加している。
　　　なお、当該金額は商法施行規則第１２４条第３号の規定により、配当に充当することが制限されている。

（損益計算書の注記）
　１．完成工事高のうち、一定の基準に該当する長期大型の工事に係る収益の計上については工事進行基準を、その
　　他の工事については工事完成基準を適用している。

13,402百万円 13,842百万円
　２．有形固定資産減価償却実施額 1,521百万円 1,680百万円

工事進行基準によった完成工事高
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　１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

〔当　　　　　期〕 〔前　　　　　期〕

　（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

建 物 機械・運搬具 工具器具他 合　　計
取 得 価 額 相 当 額      805   8,451  3,143 12,399百万円 15,031百万円
減価償却累計額相当額       26  5,595  2,134  7,756百万円 10,310百万円
期 末 残 高 相 当 額      778  2,855  1,009 4,643百万円 4,720百万円

　（２）未経過リース料期末残高相当額

   １　　年　　内 1,516百万円 1,740百万円
   １　　年　　超 3,353百万円 3,269百万円
   合　　　　　計 4,870百万円 5,009百万円

　（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支 払 リ ー ス 料 2,081百万円 2,558百万円
減 価 償 却 費 相 当 額 1,782百万円 2,177百万円
支 払 利 息 相 当 額 260百万円 317百万円

　（４）減価償却費相当額はリース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法、利息相当額はリース料総額と
　　リース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし各期への配分方法は利息法によっている。

　２．オペレーティング・リース取引

該当事項なし。

　前期（平成１５年３月３１日現在）及び当期（平成１６年３月３１日現在）のいずれにおいても子会社株式及び関

連会社株式で時価のあるものはない。

リ　ー　ス　取　引

有 　価　 証　 券
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　繰延税金資産 百万円 百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 614  678

賞与引当金損金算入限度超過額 1,494  1,139

未 払 事 業 税 否 認 1  ―

退職給付引当金損金算入限度超過額 14,879  14,385  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 163  273  

有 価 証 券 等 評 価 損 否 認 312  267  

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 697  2,059  

税 務 上 の 繰 越 欠 損 金 1,955 4,153

そ の 他 160  188  

　繰延税金資産合計 20,280  23,147

　繰延税金負債  

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △ 1,878  △ 687

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金 △ 547  △ 555

そ の 他 △ 13  △ 18

　繰延税金負債合計 △ 2,439  △ 1,261
 

　繰延税金資産の純額 17,840  21,885

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

　法定実効税率 42.00 ％ 42.00 ％

（調　整）

永久に損金に算入されない項目 9.35 12.30

永久に益金に算入されない項目 △ 1.10 △ 2.10

住 民 税 均 等 割 等 5.79 7.25

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正 ― 30.81

そ の 他 3.68 0.49

　税効果会計適用後の法人税等の負担率 59.72 90.75

　　　　税　効　果　会　計　

      〔当　　　　　期〕       〔前　　　　　期〕

      〔当　　　　　期〕       〔前　　　　　期〕
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（個別財務諸表のご参考）
１．部門別受注高・売上高・期末手持工事高 （単位：百万円）

期　　　　　　別

区　　　　　　　分

（ 受 注 高 ）

配 電 線 工 事 62,476 38.5 69,040 39.5 △ 6,563 △ 9.5

発 電 ・ 送 電 ・ 変 電 ・ 土 木 工 事 2,676 1.6 3,395 1.9 △ 719 △ 21.2

地 中 線 工 事 6,826 4.2 7,497 4.3 △ 670 △ 8.9

通 信 工 事 7,437 4.6 6,072 3.5 1,364 22.5

屋 内 線 工 事 67,288 41.4 72,827 41.7 △ 5,538 △ 7.6

空 調 管 工 事 10,395 6.4 10,723 6.1 △ 327 △ 3.1

計 157,101 96.7 169,557 97.0 △ 12,455 △ 7.3

商 品 販 売 5,394 3.3 5,189 3.0 204 3.9

162,495 100.0 174,747 100.0 △ 12,251 △ 7.0

（ 売 上 高 ）

配 電 線 工 事 62,470 36.6 69,186 38.9 △ 6,716 △ 9.7

発 電 ・ 送 電 ・ 変 電 ・ 土 木 工 事 6,124 3.6 6,808 3.8 △ 683 △ 10.0

地 中 線 工 事 6,773 4.0 6,548 3.7 224 3.4

通 信 工 事 7,828 4.6 5,049 2.8 2,779 55.1

屋 内 線 工 事 71,305 41.8 73,422 41.2 △ 2,117 △ 2.9

空 調 管 工 事 10,666 6.2 11,936 6.7 △ 1,269 △ 10.6

計 165,168 96.8 172,951 97.1 △ 7,782 △ 4.5

商 品 販 売 5,394 3.2 5,189 2.9 204 3.9

170,562 100.0 178,140 100.0 △ 7,577 △ 4.3

（ 期 末 手 持 工 事 高 ）

配 電 線 工 事 829 1.3 823 1.1 6 0.8

発 電 ・ 送 電 ・ 変 電 ・ 土 木 工 事 3,173 4.9 6,621 9.2 △ 3,448 △ 52.1

地 中 線 工 事 3,645 5.7 3,592 5.0 53 1.5

通 信 工 事 1,367 2.1 1,758 2.4 △ 391 △ 22.3

屋 内 線 工 事 49,646 77.2 53,662 74.1 △ 4,016 △ 7.5

空 調 管 工 事 5,643 8.8 5,914 8.2 △ 270 △ 4.6

64,306 100.0 72,373 100.0 △ 8,066 △ 11.1

当　　　　　期

金 額金 額 金 額

前　　　　　期 増　減　（率）

％

(14.4.1～15.3.31)

％

合　　　　　　　　　　　　  計

合　　　　　　　　　　　　  計

(15.4.1～16.3.31)

合　　　　　　　　　　　　  計

％
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２．得意先別受注高・売上高比較 （単位：百万円）

期　　　　　別

得　意　先　別

中 部 電 力 ㈱ 68,978 42.4 ％ 77,886 44.6 ％

一 般 得 意 先 93,517 57.6 96,860 55.4

　　合　　　　　　　計 162,495 100.0 174,747 100.0

中 部 電 力 ㈱ 73,990 43.4 ％ 80,119 45.0 ％

一 般 得 意 先 96,572 56.6 98,021 55.0

　　合　　　　　　　計 170,562 100.0 178,140 100.0

３．次期（16.4.1～17.3.31）得意先別受注高および売上高予想 （単位：百万円）

区　　　　　分

得　意　先　別

中 部 電 力 ㈱ 66,600 39.2 ％ 66,700 38.5 ％

一 般 得 意 先 103,400 60.8 106,600 61.5

合　　　　　　　　　計 170,000 100.0 173,300 100.0

４．次期（16.4.1～17.3.31）部門別売上高予想 （単位：百万円）

部　　門　　別

配 電 線 工 事 60,600 35.0 ％

発電・送電・変電・土木工事 4,200 2.4

地 中 線 工 事 6,800 3.9

通 信 工 事 7,900 4.6

屋 内 線 工 事 77,900 44.9

空 調 管 工 事 11,200 6.5

計 168,600 97.3

商 品 販 売 4,700 2.7

合　　　　　　　　計 173,300 100.0

５．次期（16.4.1～17.3.31）設備投資計画 （単位：百万円）

区　　　　　　分

建 物 ・ 構 築 物 200

機 械 等 400

600

（14.4.1～15.3.31）

売　　上　　高

金　　　　額

前　　　　　　期

合　　　　　　　　　　　　　　　計

当　　　　　　期

受　　注　　高

売　　上　　高

内　　　　　　容

事 業 場 改 修 等

機械・運搬具・工具器具等

受
注
高

売
上
高

（15.4.1～16.3.31）
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役 員 の 異 動 

 
 
 １．新任監査役候補 

 
              み  かわ まさ ひろ 

    監 査 役     三 河 正 宏  （現 当社理事 東京本部長付） 
 
              はま だ りゅう いち 

    監査役（非常勤）  濱 田 隆 一  （現 中部電力㈱取締役（常務待遇） 
                          電気事業連合会 出向（専務理事）） 

 
 ２．退任予定監査役 

 
              たけ うち かず ひろ 

    現 常任監査役   竹 内 一 浩 
 
              しのはら やすいちろう 

    現 常任監査役   篠 原 泰一郎 
 
              しも かわ とし ろう 

    現 監査役（非常勤）下 川 利 郎  （辞 任）   
 
 
（注）監査役候補者濱田隆一および退任予定監査役下川利郎は、株式会社の監査等に関する商 

法の特例に関する法律第１８条第１項に定める社外監査役であります。 
 
                            以上 平成１６年６月２５日付 


